
プレスリリース

令和４年４月20日

福島県農林水産部

（ 林 業 振 興 課 ）

ふくしま県産材利用推進方針の改正について

令和４年４月18日付けで「ふくしま県産材利用推進方針」を改正したので
でお知らせします。

記

１ 方針改正の理由

「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」が令和３年10月１

日に「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進

に関する法律」に改正されたことに伴い、新たに策定された国の基本方針に即し

てふくしま県産材利用推進方針を改正したものです。

２ 方針改正の概要 （資料１）

（１）法律改正及び国の基本方針に即する改正

・木材利用による脱炭素社会の実現を図ることを記載。

・対象を公共建築物から建築物一般へ拡大

・民間建築物における木材利用を進めるため、事業主等と地方公共団体によ

る建築物利用促進協定の締結推進を記載。

（２）県有施設における県産材利用を更に推進するための改正
・各部局ごとに施設の木造化等を検討していたものを部局を横断した関係課

において検討することとし、県産材の利用を原則とすることを明記。

（お問い合わせ先）

福島県農林水産部林業振興課

副課長兼主任主査 佐藤 淳

電話 ０２４－５２１－７４２７ 内線 ３４１５



ふくしま県産材利用推進方針改正の概要

方針改正の理由

法改正の主な内容

方針改正の概要

○法改正及び国の基本方針策定に即して新たに定める内容
・方針の趣旨を新設し、木材利用による脱炭素社会の実現を図ることを記載。
・民間建築物における木材利用を促進するため、事業主等と地方公共団体による建築物
木材利用促進協定の締結を推進する。

・強度や耐火性能等に優れた建築木材等の技術開発に対し支援を行う。
・木造化の検討に当たっては、建築コストのみではなく、ライフサイクルコスト、木材
利用による付加価値等を考慮する。

「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」が令和３年10月１日に「脱炭素
社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律」に改正
されたことに伴い、新たに策定された国の基本方針に即して県の方針を改正した。

・法の目的に「脱炭素社会の実現に資すること」を追加
・建築物木材利用促進協定の創設
・対象を「公共建築物」から「建築物一般」へ拡大
・強度等に優れた建築用木材製造技術の開発・普及の促進等を追加 ほか

（資料１）

（現行）
・重点的に木造化を推進すべき公共
建築物の用途や規模、用途ごとに
木質化を図る部分を規定。

・各部局におけるフローチャートに

基づく木造化、木質化の検討。

※1 構造耐力上主要な部分である壁、柱、梁、
桁、小屋組等の全部もしくは一部に木材を
利用すること。

※2 建築物を整備する主務課、営繕課等。
※3 県内で製材、加工され、流通している木材。

木材の生産地は問わない。

（改正後）
・県が整備する全ての建築物を対象に原則
として木造化※１などの木材利用が図られ
るよう、施設ごとに基本構想等の段階で
林業振興課を中心とした関係課※２で検討
を実施。

・また、木造化、内外装木質化及び木質バ
イオマスエネルギー利用を行う際は、原
則として県産材を利用することを明記。

・やむを得ない理由により県産材が利用で
きない場合には、地域材※３を利用するこ
とを明記。

○県有施設における県産材利用を更に推進するための改正内容
【木造化、木質化及び県産材利用の検討方法の見直し】

【県産材の安定供給体制の強化のための追記】
・素材（丸太）生産業者、木材市場、製材工場等を対象としたサプライチェーンの構
築を支援する。

・林業や木材産業などの関係者で構成する福島県木材流通対策協議会により、県産材
の需給動向や価格動向等を協議し、関係団体との連携を強化する。

【県民への普及啓発方法の見直し】
・県民が木と触れ合う機会を創出し、木育を推進することを追記。

法改正により、建築物の用途を問わず建築物一般が木材利用推進の対象とされたこと、
また、建築法規の整備により規模等に関わらず性能が満たされれば木材利用が可能と
なったことや木質系耐火部材の開発等の技術進展があったことから、次のとおり改正。

林業振興課


